
１．検討経緯

「研究開発を担う法人の機能強化検討チーム（※）」において、最も適切な研究開
発法人制度等について検討。平成２２年４月の第５回検討チームにおいて、中
間報告をとりまとめた。

（※）研究開発力強化法附則、両院附帯決議、民主党マニフェストを踏まえ、関係府省の副
大臣・政務官で構成。

２．機能強化検討チーム「中間報告」（平成２２年４月）について

３．今後の検討スケジュール

研究開発力強化法附則第６条に定められた検討期限（平成２３年１０
月）を踏まえ、次期通常国会での法案提出を目指して検討を行う。

今後の研究開発を担う法人のあるべき姿として、世界トップレベルの国際的な競
争力と世界で最も機動的で弾力的な運営の実現を目指す「国立研究開発機関」
（仮称）制度の創設等について提言

研究開発等の成果の
最大化にはなじまない

研究開発の特性を踏まえた
グローバル基準のマネジメントが必要

研究開発の特性

競争性、不定型であること、予見不可能性、不

確実性、長期性、専門性、分野融合や重複競

争の必要性 等

研究開発を担う法人
定型的な業務を
効果的、効率的に行わせることを主眼

現行独立行政法人制度

［共通の制度創設］国家を代表するにふさわしい名称や機能を付与。

［基本的な在り方］「世界トップレベルの国際的な競争力」と「世界で最も機動的で弾力的な運
営」の実現。府省、官民、国境を超える連携の推進、縦割りの打破。
［業務遂行の在り方］

○ガバナンスの改革：国全体の科学技術戦略との整合、グローバルな視点を取り入れた評価
の合理的な実施、 国に置く評価委員会への外国人評価者の登用、監査機能強化 等

○マネジメントの改革：中期目標期間を超える繰り越しや、研究開発の特性に応じた合理的な
調達を可能にすること等による予算執行の柔軟化、国際的な水準を踏まえた給与人事システ
ムの構築 等

「国立研究開発機関」（仮称）制度の創設に向けて

｢国立研究開発機関」（仮称）制度を創設

※上記のほか、制度の実現と共に改善されるべき事項として、国際的な技術インテリジェンス
機能の抜本的強化等がある。
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